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(57)【要約】
【課題】溶接熱影響部の靭性に優れた鋼材を提供する。
【解決手段】質量％で、Ｃ：０．０１～０．２％、Ｓｉ
：０．０２～０．５％、Ｍｎ：０．３～２％、Ｐ：０．
０３％以下、Ｓ：０．０３％以下、Ａｌ：０．３～５％
、Ｏ：０．００３～０．０１％を含有し、残部がＦｅお
よび不可避的不純物元素からなり、０．００５～０．０
５μｍのアルミ含有酸化物が、鋼中に、１×１０6個／
ｍｍ2以上分散していることを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、
Ｃ：０．３％以下、
Ｓｉ：０．５％以下、
Ｍｎ：０．３～２％、
Ｐ：０．０３％以下、
Ｓ：０．０３％以下、
Ａｌ：０．３～５％、
Ｏ：０．００３～０．０１％、
Ｎ：０．００６％以下
を含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物元素からなり、０．００５～０．０５μｍの
アルミ含有酸化物が、鋼中に、１×１０6個／ｍｍ2以上分散していることを特徴とする溶
接熱影響部の靭性に優れた鋼材。
【請求項２】
　さらに、質量％で、
Ｃｕ：０．３％～２％、
Ｎｉ：０．３％～２％
のいずれか１種以上を含有することを特徴とする請求項１記載の溶接熱影響部の靭性に優
れた鋼材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、溶接熱影響部（Heat Affected Zone：以下、ＨＡＺという）の靭性に優れた
鋼材に関するものである。本発明の鋼材は、小入熱溶接から超大入熱溶接までの広範な溶
接条件において、良好なＨＡＺ靭性を有するので、建築、橋梁、造船、ラインパイプ、建
設機械、海洋構造物、タンクなどの各種溶接鋼構造物に用いられる。
【背景技術】
【０００２】
　ＨＡＺにおいては、溶融線に近づくほど、溶接時の加熱温度は高くなり、特に、溶融線
近傍の１４００℃以上に加熱される領域では、オーステナイト（以下、γと記すことがあ
る）が著しく粗大化してしまい、冷却後のＨＡＺ組織が粗大化して、靭性が劣化する。こ
の傾向は、溶接入熱量が大きくなるほど顕著である。
【０００３】
　このような問題点を解決する手段として、特許文献１に開示されている微細なＴｉＮを
分散させた鋼材、特許文献２に開示されている微細なＭｇとＡｌからなる酸化物を内包す
るＴｉＮを多量に分散させた鋼板、特許文献３に開示されている微細なアルミ含有酸化物
を分散させた鋼材、特許文献４に開示されている酸素の活量を低下させる元素を添加しＭ
ｇ含有酸化物を多量に分散させた鋼などがある。
【０００４】
【特許文献１】特開２００１－２００３１号公報
【特許文献２】特開２０００－８０４３６号公報
【特許文献３】特開２００４－７６０８５号公報
【特許文献４】特開２００１－３３５８８２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、上記の方法は、以下の問題点がある。
【０００６】
　特許文献１記載の鋼材では、鋼中に、円相当径０．０５μｍ以下のＴｉＮを、１×１０



(3) JP 2010-24470 A 2010.2.4

10

20

30

40

50

3個／ｍｍ2以上、円相当径０．０３～０．２０μｍのＴｉＮを、１×１０3個／ｍｍ2以上
１×１０5個／ｍｍ2未満分散させているが、１４００℃以上の高温での滞留時間が長い大
入熱溶接では、γ粒の成長抑制に寄与する微細なＴｉＮが、鋼中に溶解・消滅してしまう
ため、γ粒が粗大化し、ＨＡＺ部の靭性が劣化する。
【０００７】
　特許文献２記載の鋼板では、ＭｇとＡｌとから成る酸化物を内包する０．０１μｍ以上
０．５μｍ未満のＴｉＮを、１００００個／ｍｍ2以上存在させている。上記鋼板は、溶
接入熱量が２０～１００ｋＪ／ｍｍの大入熱溶接において、良好なＨＡＺ靭性を有するが
、１００ｋＪ／ｍｍを超える超大入熱溶接においては、ＨＡＺ部のγ粒成長を抑制するこ
とができず、ＨＡＺ部の靭性が低下する。
【０００８】
　特許文献３記載の鋼材では、０．０５～０．２μｍのアルミ含有酸化物を、鋼中に、１
００００個／ｍｍ2以上分散させており、溶接入熱量が２０～１００ｋＪ／ｍｍの大入熱
溶接において、良好なＨＡＺ靭性を有するが、１００ｋＪ／ｍｍを超える超大入熱溶接に
おいては、ＨＡＺ部のγ粒成長を抑制することができず、ＨＡＺ部の靭性が低下する。
【０００９】
　特許文献４記載の鋼では、粒子径が０．００５～０．１μｍのＭｇＯ又はＭｇ含有酸化
物を核にして、酸化物を包含もしくは周辺に析出した窒化物により構成される、大きさ０
．０１～２．０μｍの酸化物－窒化物複合粒子を、１ｍｍ2あたり１．０×１０5～１．０
×１０8個含ませている。上記鋼は、溶接入熱量が９０ｋＪ／ｍｍの大入熱溶接において
、良好なＨＡＺ靭性を有するが、１００ｋＪ／ｍｍを超える超大入熱溶接においては、Ｈ
ＡＺ部のγ粒成長を抑制することができず、ＨＡＺ部の靭性が低下する。
【００１０】
　そこで、本発明は、従来以上に酸化物を微細でかつ均一に分散させ、ＨＡＺ部のγ粒成
長を抑制し、１００ｋＪ／ｍｍを超える超大入熱溶接においても、ＨＡＺ靭性が優れた鋼
材を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の要旨は、以下の通りである。
【００１２】
　（１）質量％で、Ｃ：０．３％以下、Ｓｉ：０．５％以下、Ｍｎ：０．３～２％、Ｐ：
０．０３％以下、Ｓ：０．０３％以下、Ａｌ：０．３～５％、Ｏ：０．００３～０．０１
％、Ｎ：０．００６％以下を含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物元素からなり、０
．００５～０．０５μｍのアルミ含有酸化物が、鋼中に、１×１０6個／ｍｍ2以上分散し
ていることを特徴とする溶接熱影響部の靭性に優れた鋼材。
【００１３】
　（２）さらに、質量％で、Ｃｕ：０．３％～２％、Ｎｉ：０．３％～２％のいずれか１
種以上を含有することを特徴とする（１）記載の溶接熱影響部の靭性に優れた鋼材。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の鋼材を用いると、溶接入熱量が１００ｋＪ／ｍｍを超える超大入熱溶接を行っ
ても、ＨＡＺ部の靭性が劣化しないので、高効率な大入熱溶接を行うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明者らは、ＨＡＺ部の靭性向上のため、鋼中に、高温で熱的に安定な微細な酸化物
を多量に分散させる条件について鋭意検討した。その結果、溶鋼中のＡｌ濃度を高めて、
酸素の活量を低下させ、酸素濃度を高めた溶鋼を凝固させると、鋼中に、微細なアルミナ
が多量に分散することを見出した。以下に、詳細に説明する。
【００１６】
　溶鋼に脱酸元素を添加して脱酸した際に生成する酸化物は、溶鋼中での元素の拡散が速
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いため、容易に成長し、０．１μｍ未満の微細なままの状態を保持することは困難である
。さらに、酸化物同士の凝集・合体も容易に起こるため、脱酸生成酸化物は、粗大な酸化
物になり易い。
【００１７】
　そこで、溶鋼中では、酸化物をほとんど生成させず、溶鋼が凝固している途中、又は、
凝固後に、鋼中に酸化物を生成させることに着目し、酸化物の生成と併行して、溶鋼の凝
固も進行させ、酸化物の凝固による成長を抑制することにより、微細な酸化物を、鋼中に
分散させることを検討した。
【００１８】
　微細な酸化物を多量に分散させるためには、溶鋼が凝固する直前の脱酸元素と酸素の濃
度の両方を高めておくことが必要になる。ところで、溶鋼中の酸素濃度は、溶鋼中の脱酸
元素の濃度の増加とともに、一旦、低下した後、上昇することが知られている（例えば、
一瀬英爾：鉄と鋼、７７（１９９１）、ｐ．１９７）。この現象を利用すれば、脱酸元素
と酸素の両方の濃度を、同時に高くすることが可能となる。
【００１９】
　この脱酸元素と酸素の両方の濃度を高めた溶鋼を凝固させたところ、温度低下による脱
酸生成物の溶解度積の低下と、残溶鋼への溶質元素の濃化が生じ、酸化物が晶出したが、
この晶出した酸化物は、成長や凝集・合体が生じる間もなく凝固した鋼に取り込まれるた
め、極めて微細な酸化物を、鋼中に分散させることができることを新たに見出した。
【００２０】
　具体的には、表１に基づき、鋼中のＡｌ濃度を種々変更し、微細なアルミ含有酸化物個
数を調査した結果、溶鋼中のＡｌ濃度を０．３質量％以上に高くすると、凝固後の鋼中の
アルミ含有酸化物個数が著しく増加することが明らかになった。この時、生成するアルミ
含有酸化物の円相当径は、０．００５～０．０５μｍであり、単位面積あたりの個数は、
１０6個／ｍｍ2以上であることが判明した。
【００２１】
　次に、本発明の鋼の化学組成を限定した理由を説明する。（以降、％は質量％を意味す
る。）
　Ｃ：０．３％以下
　Ｃは、鋼における母材強度を向上させる基本的な元素として欠かせないが、０．３％を
超える過剰の添加では、鋼材の靭性や溶接性の低下を招くため、その上限を０．３％とす
る。下限は０を含まない。
【００２２】
　Ｓｉ：０．５％以下
　Ｓｉは、母材の強度の確保に必要な元素であるが、０．５％を超えると、ＨＡＺ靭性を
低下させるため、０．５％を上限とする。下限は０を含まない。
【００２３】
　Ｍｎ：０．３～２％
　Ｍｎは、母材の強度および靭性の確保に必要な元素であり、０．３％以上の添加が必要
である。一方、２％を超えると、ＨＡＺ靭性が著しく低下するので、２％以下とする。
【００２４】
　Ｐ：０．０３％以下
　Ｐは、鋼の靭性に影響を与える元素であり、０．０３％を超えて含有すると鋼材の靭性
が著しく低下するため、０．０３％以下とする。下限は０％を含む。
【００２５】
　Ｓ：０．０３％以下
　Ｓは、鋼の靭性に影響を与える元素であり、０．０３％を超えて含有すると鋼材の靭性
が著しく低下するため、０．０３％以下とする。下限は０％を含む。
【００２６】
　Ａｌ：０．３～５％
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　Ａｌは、本発明において最も重要な元素である。Ａｌを０．３％以上にすることで、溶
鋼中の酸素濃度を増加させ、凝固後の鋼中の微細なアルミ含有酸化物の個数を増大させる
ことができる。一方、５％を超えて過剰に添加しても、微細アルミ含有酸化物の増加効果
は飽和し、不経済であるだけでなく、靭性の低下をもたらす。したがって、Ａｌは、０．
３～５％とする。好ましくは、１．８～４．８％である。
【００２７】
　Ｏ：０．００３～０．０１％
　鋼中のＯは、微細な酸化物を多量に生成させる上で重要な元素である。上記のように、
Ａｌと結びつき、アルミ含有酸化物を形成することで、γ粒の微細化に寄与する。この効
果は、０．００３％以上の場合に発現する。Ｏが０．０１％を超えると、鋼中に粗大な酸
化物が生成するので、鋼板の靭性が低下する。したがって、Ｏは、０．００３～０．０１
％とする。好ましくは、０．００５～０．００９％である。
【００２８】
　Ｎ：０．００６％以下
　鋼中のＮが、０．００６％超となると、鋼中に粗大なＡｌＮが生成し、鋼材の靭性を劣
化させるので、０．００６％以下とする。下限は０％を含む。
【００２９】
　さらに、鋼材の靭性を向上させるためには、Ｃｕ、Ｎｉのいずれか１種以上を添加する
ことが好ましい。
【００３０】
　Ｃｕ：０．３～２％
　鋼中のＣｕは、鋼材の靭性を向上させる。その効果は、０．３％以上で発現する。２％
を超えて含有させても、その効果は飽和する。したがって、Ｃｕは、０．３～２％とする
。
【００３１】
　Ｎｉ：０．３～２％
　鋼中のＮｉは、鋼材の靭性を向上させる。その効果は、０．３％以上で発現する。２％
を超えて含有させても、その効果は飽和する。したがって、Ｎｉは、０．３～２％とする
。
【００３２】
　上記の組成は、鋳造を開始するまでの溶鋼段階で、常法により調整することで実現する
ことができる。
【００３３】
　例えば、Ａｌは、主として、転炉出鋼時、又は、二次精錬工程で、Ａｌ又はＡｌ含有合
金を溶鋼に添加することで、鋼に含有させることができる。Ｏは、鉄鉱石等の酸素含有物
質を溶鋼中に添加することや、酸素ガスを溶鋼中に吹き込んだり、溶鋼表面に吹き付ける
ことによって、鋼中に含有させることができる。
【００３４】
　次に、微細なアルミ含有酸化物の生成量について述べる。
【００３５】
　図１は、表１に示す鋼を用いて、１４００℃で６０ｓ間保持した場合のγ粒に及ぼす０
．００５μｍ以上０．０５μｍ以下のアルミ含有酸化物の個数の影響を示している。ここ
で、微細なアルミ含有酸化物の大きさを０．００５μｍ以上０．０５μｍ以下としたのは
、０．００５μｍ未満および０．０５μｍ超のアルミ含有酸化物は、その数が極端に少な
く、γ粒成長抑制には寄与しないと考えられるためである。
【００３６】
　ちなみに、上記の加熱条件（１４００℃で６０ｓ間保持）は、板厚８０ｍｍの鋼材を、
約１００ｋＪ／ｍｍの溶接入熱量でエレクトロスラグ溶接した時の溶融線近傍ＨＡＺに相
当する。
【００３７】
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　図１から、アルミ含有酸化物の個数が１×１０6個／ｍｍ2　未満の場合には、γ粒径が
６０μｍを超えて大きくなると、ＨＡＺ組織が十分に微細化されないことがわかる。また
、別途調査により、γ粒径が６０μｍを超えると、１００ｋＪ／ｍｍを超える超大入熱量
溶接においては、良好なＨＡＺ靭性は得られないことを確認した。
【００３８】
　従って、１００ｋＪ／ｍｍを超える超大入熱量溶接においてもＨＡＺ靭性が優れた鋼材
を得るためには、０．００５～０．０５μｍのアルミ含有酸化物が、鋼中に、１×１０6

個／ｍｍ2以上分散していることが必要である。好ましくは、１．８×１０6個／ｍｍ2以
上である。
【００３９】
　また、本発明鋼は、鉄鋼業の製鋼工程において、本発明の範囲内の所定の化学成分に調
整し、連続鋳造を行い、鋳片を再加熱した後に、厚板圧延によって、形状と母材材質を付
与することで製造される。連続鋳造鋳片のサイズは、特に問わない。必要に応じ、鋼材に
各種の熱処理を施して、母材の材質を制御することも行われる。鋳片を再加熱することな
く、ホットチャージ圧延することも可能である。
【００４０】
　本発明で規定した酸化物の分散状態は、例えば、以下にような方法で、定量的に測定さ
れる。
【００４１】
　０．００５μｍ以上０．０５μｍ以下のアルミ含有酸化物の分散状態は、母材鋼材の任
意の場所から抽出レプリカ試料を作製し、これを、透過電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて、
１００００～５００００倍の倍率で、少なくとも１０００μｍ2以上の面積にわたって観
察し、対象となる大きさの析出物の個数を測定し、単位面積当たりの個数に換算する。
【００４２】
　このとき、アルミ含有酸化物の同定は、ＴＥＭに付属のエネルギー分散型Ｘ線分光法（
ＥＤＳ）による組成分析と、ＴＥＭによる電子線回折像の結晶構造解析によって行われる
。
【００４３】
　このような同定を、測定するすべての析出物に対して行うことが煩雑な場合、簡易的に
、次の手順を用いてもよい。
【００４４】
　まず、対象となる大きさの析出物の個数を、上記の要領で測定する。次に、このような
方法で個数を測定した析出物のうち、少なくとも１０個以上について、上記の要領で同定
を行い、アルミ含有酸化物が存在している割合を算出する。析出物は、無作為に、少なく
とも１０個程度選択して同定を行い、アルミ含有酸化物が存在している割合を算出すれば
、代表性のある値となることを確認している。
【００４５】
　そして、初めに測定した析出物の個数に、この割合を掛け合わせる。鋼中の炭化物が、
以上のＴＥＭ観察を邪魔する場合、５００℃以下の熱処理によって炭化物を凝集・粗大化
させ、対象となる複合析出物の観察を容易にすることができる。
【００４６】
　γ粒の成長を抑制する酸化物は、アルミと酸素を主成分とするが、スラグや耐火物から
微量混入するＭｇ、Ｃａ、Ｚｒ、Ｔｉなどが含まれる場合がある。これらの元素が含まれ
る場合も、γ粒の成長抑制効果は同等である。なお、通常、アルミ含有酸化物中のアルミ
濃度と酸素濃度は、それぞれ、４０％程度以上である。
【実施例】
【００４７】
　表１に示す化学成分を有する鋼塊を真空溶解炉を用いて溶製した。次に、１２００℃で
１時間の加熱を行い、厚みを１２０ｍｍから３０ｍｍまで、熱間圧延した。その鋼板に、
溶接を行い、入熱が１００ｋＪ／ｍｍの超大入熱の再現熱サイクルおよび１０ｋＪ／ｍｍ
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の小入熱の再現熱サイクルを付与し、－４０℃でシャルピー試験を行い、吸収エネルギー
ｖＥ（－４０℃）を求めた。
【００４８】
　そこで、超大入熱の再現熱サイクルを付与した鋼板と、小入熱の再現熱サイクルを付与
した鋼板において、ＨＡＺ靭性を比較するために、入熱が１００ｋＪ／ｍｍ相当と１０ｋ
Ｊ／ｍｍ相当の再現熱サイクルを付与した試験片のシャルピー吸収エネルギーｖＥ（４０
℃）の差△ｖＥ（－４０℃）を求めた。
【００４９】
　Ｎｏ．１～Ｎｏ．３は、本発明例である。０．００５～０．０５μｍのアルミ含有酸化
物の個数が、１×１０6個／ｍｍ2以上分散しており、これらの鋼材において、△ｖＥ（－
４０℃）は、高々９ｋＪ／ｍｍであり、入熱が１００ｋＪ／ｍｍの超大入熱溶接において
も、入熱が１０ｋＪ／ｍｍの小入熱靭性と同程度の靭性が確保されている。
【００５０】
　Ｎｏ．４～Ｎｏ．８も、本発明例である。０．００５～０．０５μｍのアルミ含有酸化
物の個数が、１×１０6個／ｍｍ2以上分散しており、これらの鋼材において、△ｖＥ（－
４０℃）は、高々９ｋＪ／ｍｍであり、入熱が１００ｋＪ／ｍｍの超大入熱溶接において
も、入熱が１０ｋＪ／ｍｍの小入熱靭性と同程度の靭性が確保されている。
【００５１】
　Ｎｏ．９～Ｎｏ．１３は、比較例である。Ｎｏ．９～Ｎｏ．１１は、Ａｌが、本発明の
範囲よりも低すぎるため、０．００５～０．０５μｍのアルミ含有酸化物の個数が、１×
１０6個／ｍｍ2未満であり、△ｖＥ（－４０℃）が、本発明鋼に比べて大きい。すなわち
、超大入熱時の靭性劣化が著しい。
【００５２】
　また、Ｎｏ．１２～Ｎｏ．１３は、Ａｌが、本発明の範囲よりも高すぎるものである。
０．００５～０．０５μｍのアルミ含有酸化物の個数は、本発明の要件を満たしているも
のの、靭性を劣化させるＡｌが、本発明の範囲を超えて過剰になっており、このために、
超大入熱溶接ＨＡＺ靭性の劣化が大きくなったと考えられる。
【００５３】
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【表１】

【図面の簡単な説明】
【００５４】
【図１】加熱γ粒径に及ぼす０．００５～０．０５μｍのアルミ含有酸化物の個数の影響
を示す図である。
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